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第4章 対象事業に係る環境影響評価の項目の選定 

 4-1 環境影響評価の項目の選定 

 本事業の実施に伴い表 4-1-1 に示す影響要因が考えられる。 

 本事業は廃棄物処理施設の設置事業に該当することから、新潟県環境影響評価技術

指針（平成 12 年 4 月 21 日、新潟県告示第 831 号）別表第 1 標準項目の 11 に示され

る「ごみ焼却施設及び産業廃棄物焼却施設事業に係る標準項目」及び「廃棄物処理施

設生活環境影響調査指針（環境省、平成 18 年 9 月）」に基づき、表 4-1-1 に示した影

響要因及び対象事業実施区域及びその周辺の地域特性を考慮して、環境影響評価項目

の削除又は追加を検討し、環境影響評価項目の選定を行った。 

 本事業で実施すべき環境影響評価項目を表 4-1-2 に示す。 

 

表 4-1-1 本事業の実施に伴う影響要因 

区分 影響要因の内容 

工事の実施 

・建設機械の稼働、造成工事及び施設の設置等により粉じん、騒音・振

動が発生する。 

・工事用車両の走行に伴い粉じん、道路交通騒音・振動が発生する。 

・造成工事に伴い裸地が出現し、濁水が発生する。 

・地下ピットの掘削工事等により地下水を揚水する。 

・地盤掘削工事等により土砂等の建設副産物*が発生する。 

施設の存在 
・施設の存在により周辺景観の変化が考えられる。 

・施設の存在により電波障害の影響が考えられる。 

施設の供用 

・施設の稼働に伴い焼却施設（煙突）から大気汚染物質が排出される。 

・施設の稼働に伴い騒音・振動が発生する。 

・ごみ運搬車両の走行に伴い道路交通騒音・振動が発生する。 

・施設の稼働に伴い悪臭が発生する。 

・施設の稼働に伴いプロセス用水として地下水を揚水する。 

・施設の稼働に伴い廃棄物が発生する。 

・施設の稼働に伴い温室効果ガス＊等が発生する。 

・ごみ運搬車両の走行に伴い温室効果ガス等が発生する。 
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表 4-1-2 本事業の実施における環境影響評価の選定 

環境の自然的構成要素の良好な状態の保持を旨として調査、予測及び評価されるべき環境要素 

生物の多様性の確保及び

自然環境の体系的保全を

旨として調査、予測及び

評価されるべき環境要素

人と自然との豊か

な触れ合いの確保

を旨として調査、

予測及び評価され

るべき環境要素 

環境への負荷の量の程度により予

測及び評価されるべき環境要素 

大気環境 水環境 地質環境 

大気質 騒音 振動 悪臭 水質 地形及び地質
動物 植物 生態系 景観 

人と自然

との触れ

合いの活

動の場

廃棄物等 

温室効

果ガス

等 

環境要素の区分

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境要因の区分 

硫黄

酸化物

窒素 

酸化物 

浮遊 

粒子状 

物質 

粉じん

等 

有害

物質
騒音 振動 悪臭

水の

汚れ

水の

濁り

有害

物質

重要な

地形 

及び 

地質 

地盤

沈下

重要な

動物種

及び注

目すべ

き生息

地 

重要な

植物種

及び群

落とそ

の生育

地 

地域を

特徴づ

ける生

態系

主要な眺

望点及び

景観資源

並びに主

要な眺望

景観 

主要な人

と自然と

の触れ合

いの活動

の場 

建設工

事に伴

う副産

物 

廃棄物
二酸化

炭素等 

電波 

障害 

建設機械 

の稼働 
    ○ ○                

資材及び機械の

運搬に用いる車

両の運行 

   

○ 

 ○ ○                

工
事
の
実
施
 

造成工事及び 

施設の設置等 
   ◎  ◎ ◎   ○   ◎ ▲ ▲ ▲   ○    

地形の改変後 

の土地及び 

施設の存在 

           ▲  ▲ ▲ ▲ ○ ▲    ◎ 

排ガス ○ ○ ○  ○   ○             ○  

排水         ▲ ▲ ▲            

施
設
の
稼
働
 機械等

の稼働
     ○ ○ ◎     ◎          

廃棄物の搬出入  ▲  ▲  ○ ○              ◎  

土
地
又
は
工
作
物
の
 

存
在
及
び
供
用
 

廃棄物の発生                    ○   

備 考 

１ ○印は、新潟県環境影響評価条例技術指針の標準項目のうち、環境影響評価を行う項目。 

◎印は、新潟県環境影響評価条例技術指針の標準項目以外の項目で、環境影響評価を行う項目（追加項目）。 

▲印は、新潟県環境影響評価条例技術指針の標準項目のうち、環境影響評価を行わない項目（削除項目）。 

２ この表において「粉じん等」とは、粉じん、ばいじん及び自動車の運行又は建設機械の稼働に伴い発生する粒子状物質をいう。 

３ この表において「重要な地形及び地質」、「重要な動植物」及び「重要な植物種及び群落」とは、それぞれ学術上又は希少性の観点から重要なものをいう。 

４ この表において「注目すべき生息地」とは、学術上若しくは希少性の観点から重要である生息地又は地域の象徴であることその他の理由により注目すべき生息地をいう。 

５ この表において「主要な眺望点」とは、不特定かつ多数の者が利用している景観資源を眺望する場合の眺望される景観をいう。 

６ この表において「主要な眺望景観」とは、主要な眺望点から景観資源を眺望する場合の眺望される景観をいう。 

７ この表において「主要な人と自然との触れ合いの活動の場」とは、不特定かつ多数の者が利用している人と自然との触れ合いの活動の場をいう。 
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 4-2 環境影響評価の項目の選定理由 

 環境要素ごとの影響要因及び環境影響評価項目の選定理由は表 4-2-1 に示したとお

りである。 

 

表 4-2-1(1) 環境影響評価項目の選定理由等 

環境要素 影響要因 
環境影響評価項目として選定した理由、 

もしくは、標準項目に対して削除した理由 

硫黄酸化

物 

土地又は工作

物の存在及び

供用 

施 設 の 稼 働

（排ガス） 

○ 施設の稼働に伴い、煙突から硫黄酸化物が排

出され、広範囲に拡散する可能性がある。 

施 設 の 稼 働

（排ガス） 

○ 施設の稼働に伴い、煙突から窒素酸化物が排

出され、広範囲に拡散する可能性がある。 

窒素酸化

物 

土地又は工作

物の存在及び

供用 廃棄物の搬出

入 

▲ 本施設は既存施設の隣地に建設する予定であ

り、ごみ運搬車両の走行ルートには大きな変

更がないこと、国道 253 号の一般交通量

（8,481 台/12 時間）と比較して増加するご

み運搬車両の割合が 1％未満と低いこと、対

象事業実施区域周辺の一般交通量は著しい大

気汚染が注目されるような交通量ではないこ

とから、環境影響評価項目としない。 

浮遊粒子

状物質 

土地又は工作

物の存在及び

供用 

施 設 の 稼 働

（排ガス） 

○ 施設の稼働に伴い、煙突から浮遊粒子状物質

が排出され、広範囲に拡散する可能性があ

る。 

建設機械の稼

働、資材及び

機械の運搬に

用いる車両の

運行 

○ 建設機械の稼働及び工事用車両の走行に伴っ

て、粉じん等が飛散し周辺地域に対して影響

を及ぼすおそれがある。 

工事の実施 

造成工事及び

施設の設置等

◎ 造成工事及び施設の設置等に伴って、粉じん

等が飛散し周辺地域に対して影響を及ぼすお

それがある。 

粉じん等 

土地又は工作

物の存在及び

供用 

廃棄物の搬出

入 

▲ 本施設は既存施設の隣地に建設する予定であ

り、ごみ運搬車両の走行ルートには大きな変

更がないこと、国道 253 号の一般交通量

（8,481 台/12 時間）と比較して増加するご

み運搬車両の割合が 1％未満と低いこと、対

象事業実施区域周辺の一般交通量は著しい大

気汚染が注目されるような交通量ではないこ

とから、環境影響評価項目としない。 

大
気
環
境
 

大
気
質
 

有害物質 土地又は工作

物の存在及び

供用 

施 設 の 稼 働

（排ガス）  

○ 施設の稼働に伴い、煙突から有害物質が排出

され、広範囲に拡散する可能性がある。な

お、大気汚染防止法では廃棄物焼却施設の有

害物質として塩化水素及びダイオキシン類が

規定されているため、上記 2 質を有害物質

の対象とする。 

備考 

○印は、新潟県環境影響評価条例技術指針の標準項目のうち、環境影響評価を行う項目。 

◎印は、新潟県環境影響評価条例技術指針の標準項目以外の項目で、環境影響評価を行う項目（追加項目）。 

▲印は、新潟県環境影響評価条例技術指針の標準項目のうち、環境影響評価を行わない項目（削除項目）。 
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表 4-2-1(2) 環境影響評価項目の選定理由等 

環境要素 影響要因 
環境影響評価項目として選定した理由、 

もしくは、標準項目に対して削除した理由 

建設機械の稼

働  

○ 建設機械の稼働に伴う騒音の発生により、周

辺地域に対し影響を及ぼす恐れがある。 

資材及び機械

の運搬に用い

る車両の運行 

○ 工事用車両の走行に伴う騒音の発生により、

走行路沿道の地域に対し影響を及ぼす恐れが

ある。 

工事の実施 

造成工事及び

施設の設置等 

◎ 造成工事等に伴う騒音の発生により、周辺地

域に対し影響を及ぼす恐れがある。 

施 設 の 稼 働

（機械等の稼

働）  

○ 新たに施設（機械等）が稼働するため、周辺

地域に対し影響を及ぼす恐れがある。 

騒
音
 

騒音 

土地又は工作

物の存在及び

供用 

廃棄物の搬出

入  

○ 増加するごみ運搬車両の走行により、周辺集

落に及ぼす影響が考えられる。 

建設機械の稼

働  

○ 建設機械の稼働に伴う振動の発生により、周

辺地域に対し影響を及ぼす恐れがある。 

資材及び機械

の運搬に用い

る車両の運行 

○ 工事用車両の走行に伴う振動の発生により、

走行路沿道の地域に対し影響を及ぼす恐れが

ある。 

工事の実施 

造成工事及び

施設の設置等 

◎ 造成工事等に伴う振動の発生により、周辺地

域に対し影響を及ぼす恐れがある。 

施 設 の 稼 働

（機械等の稼

働）  

○ 新たに施設（機械等）が稼働するため、周辺

地域に対し影響を及ぼす恐れがある。 

振
動
 

振動 

土地又は工作

物の存在及び

供用 

廃棄物の搬出

入  

○ 増加するごみ運搬車両の走行により、周辺集

落に及ぼす影響が考えられる。 

施 設 の 稼 働

（排ガス）  

○ 煙突から新たな排ガスが排出されるため、悪

臭物質の排出が考えられる。 

大
気
環
境
 

悪
臭
 

悪臭 土地又は工作

物の存在及び

供用 施 設 の 稼 働

（機械等の稼

働）  

◎ ごみが外気と接触することとなるプラットホ

ームやごみピットから悪臭の漏洩が考えられ

る。 

水の汚れ 土地又は工作

物の存在及び

供用 

施 設 の 稼 働

（排水）  

▲ 本施設はクローズドシステムを採用する計画

であり、施設排水の排出はないことから、環

境影響評価項目としない。 

工事の実施 造成工事及び

施設の設置等 

○ 対象事業実施区域は、既存施設の建設予定地

として既に造成された土地となっており、大

規模な土工事とはならないが、土工事中は降

雨による濁水の発生が考えられる。 

水の濁り 

土地又は工作

物の存在及び

供用 

施 設 の 稼 働

（排水）  

▲ 本施設はクローズドシステムを採用する計画

であり、施設排水の排出はないことから、環

境影響評価項目としない。 

水
環
境
 

水
質
 

有害物質 土地又は工作

物の存在及び

供用 

施 設 の 稼 働

（排水）  

▲ 本施設はクローズドシステムを採用する計画

であり、施設排水の排出はないことから、環

境影響評価項目としない。 

備考 

○印は、新潟県環境影響評価条例技術指針の標準項目のうち、環境影響評価を行う項目。 

◎印は、新潟県環境影響評価条例技術指針の標準項目以外の項目で、環境影響評価を行う項目（追加項目）。 

▲印は、新潟県環境影響評価条例技術指針の標準項目のうち、環境影響評価を行わない項目（削除項目）。 
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表 4-2-1(3) 環境影響評価項目の選定理由等 

環境要素 影響要因 
環境影響評価項目として選定した理由、 

もしくは、標準項目に対して削除した理由 

重要な地

形及び地

質 

土地又は工作

物の存在及び

供用 

地形の改変後

の土地及び施

設の存在  

▲ 対象事業実施区域は、既存施設の建設予定地

として既に造成された土地となっており、重

要な地形及び地質は存在しないことから、環

境影響評価項目として選定しない。 

工事の実施 造成工事及び

施設の設置等 

◎ 地下ピット等の掘削工事に伴い地下水の揚水

が行われる計画であり、周辺地域における地

盤沈下の影響が考えられる。 

地
質
環
境
 

地
形
及
び
地
質
 地盤沈下 

土地又は工作

物の存在及び

供用 

施 設 の 稼 働

（機械等の稼

働）  

◎ プラント用水としては上水道や既設揚水設備

の井水等を使用する予定であるが、井水の使

用量が機械等の稼働に伴い増加するため地盤

沈下の影響が考えられる。 

工事の実施 造成工事及び

施設の設置等 

▲ 対象事業実施区域は、新焼却施設の建設予定

地として既に造成された土地となっているこ

と、対象事業実施区域内には残置林が谷内川

に沿って分布しているが、残置林は現状を維

持する計画としていること、隣接地は水田及

び事業所等が分布しているが、本事業により

隣接地の改変は行わない計画であることか

ら、重要な動物種及び注目すべき生息地への

影響は極めて小さいと考えられるため、環境

影響評価項目として選定しない。 

動物 重要な動

物及び注

目すべき

生息地 

土地又は工作

物の存在及び

供用 

地形の改変後

の土地及び施

設の存在  

▲ 施設の稼働による騒音の発生、大気汚染物質

の排出等が考えられるが、対象事業実施区域

内には残置林が谷内川に沿って分布している

が、残置林は現状を維持する計画としている

こと、隣接地は水田及び事業所等が分布して

いるが、本事業により隣接地の改変は行わな

い計画であることから、重要な動物種及び注

目すべき生息地への影響は極めて小さいと考

えられるため、環境影響評価項目として選定

しない。 

植物 重要な植

物種及び

群落とそ

の生育地 

工事の実施 造成工事及び

施設の設置等 

▲ 対象事業実施区域は、新焼却施設の建設予定

地として既に造成された土地となっているこ

と、対象事業実施区域内には残置林が谷内川

に沿って分布しているが、残置林は現状を維

持する計画としていること、隣接地は水田及

び事業所等が分布しているが、本事業により

隣接地の改変は行わない計画であることか

ら、重要な植物種及び群落への影響は極めて

小さいと考えられるため、環境影響評価項目

として選定しない。 

備考 

◎印は、新潟県環境影響評価条例技術指針の標準項目以外の項目で、環境影響評価を行う項目（追加項目）。 

▲印は、新潟県環境影響評価条例技術指針の標準項目のうち、環境影響評価を行わない項目（削除項目）。 
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表 4-2-1(4) 環境影響評価項目の選定理由等 

環境要素 影響要因 
環境影響評価項目として選定した理由、 

もしくは、標準項目に対して削除した理由 

植物 重要な植

物種及び

群落とそ

の生育地 

土地又は工作

物の存在及び

供用 

地形の改変後

の土地及び施

設の存在  

▲ 施設の稼働による大気汚染物質の排出等が考

えられるが、対象事業実施区域内には残置林

が谷内川に沿って分布しているが、残置林は

現状を維持する計画としていること、隣接地

は水田及び事業所等が分布しているが、本事

業により隣接地の改変は行わない計画である

ことから、重要な植物種及び群落への影響は

極めて小さいと考えられるため、環境影響評

価項目として選定しない。 

工事の実施 造成工事及び

施設の設置等 

▲生態系* 地域を特

徴づける

生態系 土地又は工作

物の存在及び

供用 

地形の改変後

の土地及び施

設の存在  

▲

対象事業実施区域は、新焼却施設の建設予定

地として既に造成された土地となっており、

既に人為的に改変された土地であることか

ら、地域を特徴づける生態系への影響は少な

いと考えられるため、環境影響評価項目とし

て選定しない。  

景観 主要な眺

望点*及び

景観資源

並びに主

要な眺望

景観 

土地又は工作

物の存在及び

供用 

地形の改変後

の土地及び施

設の存在  

○ 対象事業実施区域内に新たに煙突及び建物が

建設されることから、周辺からの景観が変化

することとなる。 

人と自然

との触れ

合いの活

動の場 

主要な人

と自然と

の触れ合

いの活動

の場 

土地又は工作

物の存在及び

供用 

地形の改変後

の土地及び施

設の存在  

▲ 対象事業実施区域及びその周辺には人と自然

との触れ合いの活動の場に相当する場、施設

等は存在しないことから、環境影響評価項目

としない。 

建設工事

に伴う副

産物 

工事の実施 造成工事及び

施設の設置等 

○ 施設の建設工事に伴い地下ピット等の掘削に

おける残土や建設廃材等の発生が考えられ

る。 

廃棄物等 

廃棄物 土地又は工作

物の存在及び

供用 

廃棄物の発生 ○ 廃棄物の焼却処理に伴い、飛灰等が発生する

可能性がある。 

施 設 の 稼 働

（排ガス）  

○ 廃棄物の焼却処理に伴って、二酸化炭素等の

温室効果ガスが発生する。 

温室効果

ガス等 

二酸化炭

素等 

土地又は工作

物の存在及び

供用 廃棄物の搬出

入  

◎ 増加するごみ運搬車両の走行により、二酸化

炭素等の温室効果ガスが発生する。 

電波障害 土地又は工作

物の存在及び

供用 

地形の改変後

の土地及び施

設の存在  

◎ 煙突、建物が出現することにより、周辺地域

における電波障害の影響が考えられる。 

備考 

○印は、新潟県環境影響評価条例技術指針の標準項目のうち、環境影響評価を行う項目。 

◎印は、新潟県環境影響評価条例技術指針の標準項目以外の項目で、環境影響評価を行う項目（追加項目）。 

▲印は、新潟県環境影響評価条例技術指針の標準項目のうち、環境影響評価を行わない項目（削除項目）。 

 

 

 

 


